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新卒採用者 

中途採用者 

　貴社は、直近3年間(12年4月、13年4月、14年4月
及び通年採用)に新卒者を正社員として募集しましたか。 

　約7割の企業・事業所が新卒者を正社員として募集

しなかった。 

　「募集した」と回答された方にお尋ねします。採用者
数は、何人ですか。 

　新卒正社員の採用は、高校卒が大きく減少し、大学卒、

短大・専門学校卒の割合が増加する傾向。 

　中学卒の正社員は採用なし。 

　「募集した」と回答された方にお尋ねします。10年位前と
比べて、新規採用者のうち、早期離職者の状況はいかがですか。 

　｢募集した」と回答された方にお尋ねします。早期離職者
の主な理由は、次のうちどのようなものでしたか（複数回答可）。 

　早期離職者が増えていると答えた割合は、全体の約

23％。 

　早期離職者の主な理由は、「仕事が自分に合わない」、

「他にやりたいことがあった」など、就職決定前における

職業意識の形成やマッチングの問題などに起因するも

のが、高いウエイトを占めている。 

　貴社は、新卒者の採用に当たって、どのような点を重
視しますか(特に重視しているものを3つ選択)。 

　新卒者の採用に当たって特に重視されることは、「責任

感、積極性、チャレンジ精神」、「基本的な生活態度、言葉

づかい、マナー」。 

　貴社は、最近3年間(12年4月～現在)に若年者（30歳
以下）を※中途採用しましたか。 

※中途採用：新規学校卒業者として採用されたもの以外の常用労働者の採用 

　「採用した」と回答された方にお尋ねします。新卒者
に比べ、中途採用者の定着の状況はどうですか。 

　若年者（30歳以下）の中途採用の有無は、全体の約

43％。 

 「中途採用者は新卒者に比べ定着率が高い」と答えた

企業は、全体の約46％。 

　「採用した」と回答された方にお尋ねします。中途採
用とした理由は何ですか（3つ以内）。 

　企業は、中途採用者に即戦力を期待。 

若年者の早期離職の理由 
仕事が自分に合わない 41.9％ 

59.0％ 新卒者の採用で重視すること 
責任感、積極性、チャレンジ精神 
　雇用情勢が厳しさを増す中、新規学卒者の就職が困難
になるとともに、若年層の失業率が高い水準で推移して
いる。 
　こうした社会情勢を受け、県では、企業が求める新規学
卒者・若年者の資質や、就業意識などを把握するため、「新
規学卒者・若年層の就職に関する実態調査」を実施した。 

41.9％ 

【特集】 
新規学卒者・若年者の就職に関する実態調査 

対象企業 県内に所在する企業・事業所 
 1,578企業 
調査時点 平成15年2～3月 
回 収 率  35.4％（559社／1,578社） 

調
査
に
つ
い
て 

59.0％ 

若年者の早期離職の理由 
仕事が自分に合わない 
新卒者の採用で重視すること 
責任感、積極性、チャレンジ精神 

産業情報いわて 32 sangyo joho-iwate



パート・アルバイト・派遣社員 若年労働者への要望など 

今後の採用計画 

行政施策への要望 

 お問合わせ先 岩手県総合雇用対策局　TEL 019-629-5597　FAX 019-629-5599

◆　短期間でやめていく人が多い。         

◆　不得意な分野に対してもチャレンジする精神で取りくむ心

掛けが不足している。 

◆　社会的一般常識に欠けている。勤労意欲がなさ過ぎる。 

◆　若年労働者の問題ではなく、社会環境の問題である。 

◇　欠勤（休暇）が多い。意外なほどアッサリしている（粘りがない）。 

◇　中途入社で根気のない人もいる。また新入社員で出勤時間が

遅い人もおり、教育の必要を感じる。   

◇　一社会人としての責任感に欠けている。自己中心的、自己本

位である。         

◇　自分のやりたいこと、会社（仕事）の内容を確認して応募して

ほしい。 

◇　若年労働者には「どうしてもこの会社で働きたい、この仕事を

したい」という強い意志が感じられない。「他に入れないから・・・」

という者が多いように感じられる。 

◇　特に不満を感じるものはない。入社した人間の人材育成は、

会社としての責任と考えている。        

◆　チャレンジ精神を持って、目標を立て行動してほしい。 

◆　卒業時までに、生活マナー、一般常識は身につけてきてほしい。 

◆　学校が薦めるからではなく、自分の希望を優先した職場選

びをしてほしい。学校側もどこかの会社に入れてしまえば良い、

という考え方を止めてほしい。 

◇　個人が専門分野に特化した知識を身に付けておいてほしい。 

◇　会社に入社して安住するのではなく、常に自分自身の市場価値

を意識し、能力やスキルを高めていく姿勢を持ってほしい。 

◇　入社した会社の気風に慣れ、会社のためでなく、自分自身のた

めに多数の資格をとっていくことが、自分のためになり、さらには、

社会の繁栄にも結びついていくということを認識してほしい。 

◇　自分がなぜこの会社に入りたかったのか、○年後どういう自分に

なりたいか、なぜこの職種についてみたいか、という考えを明確にす

るとともに、社会人としての使命感のようなものを強く持ってほしい。 

◇　強い職業意識を持って仕事に取り組んでほしい。ともすれば 

　２～３年で辞めてしまう例が多い。自分に適した職業であるかどう

かはそう簡単に判るものではない。仕事の中から喜びを見いだ

すよう、前向きに対応すること。        

◇　新卒者が、本当にやりたい仕事なのかを考えてあげるような進

路指導をしてほしい。 

◇　どこかへむりに入れることは直近では良いが､長い目で見ると

本人も辛いし、辞めた場合は継続的な採用をその学校からはし

なくなる。  

◇　インターンシップを必須にして、仕事のミスマッチを無くすよう

な教育プログラムが必要。 

◇　学校は、「新卒をお願いします」と来るが、建設業界、県、国は

雇用につながる具体的な説明がない割に技術者（資格を持って

いる人）を採用するように指導しているので、新卒者は要らない

方向に向かっている。  

◇　国の方で貸し渋りによる資金繰りの大変さなど、改善してほしい。 

◇　若い世代が定職を持つことは、これから一番大切なことと思わ

れる。若い人を育てるためには、初めの１～3年くらいは会社にと

って沢山の時間とお金がかかるため、若い人を育てるための助

成を充実して欲しい。 

◇　学校教育の中で家庭や地域と連携し、基本的な生活態度、言

葉遣い、マナーを教える。 

◇　銀行がもっと融資のハードルを低くしなければ、解決できない

と思う。  

◇　高校などにおいて職業に対する意識づけや、生活感などをい

ろいろな業種の方を招き、教えてもいいのではないか。 

◇　高校卒の内定を一社だけにしてもらいたい。         

◇　定年退職者の再雇用、天下り等は止めていただき、若者たち

の雇用に大いに力を注いでほしい。        

　貴社は、パート、アルバイト、派遣社員を雇用していますか。 

　全体の約5割の企業が、パート、アルバイト、派遣社員

を雇用。 

　貴社は、フリーターを正社員として採用するに当たっ
て、※フリーターとしての経歴をどのように評価しますか。 
※フリーターとは、この調査では、卒業後、常用雇用の就職をせず、短期間のパート・アルバイトな
どを続けている概ね30歳以下の若年者をいう 

　フリーターとしての経歴は、正社員としての採用にほ

とんど影響なしと答えたのは、全体の約 45％となって

いるが、「マイナスに評価」は22％。 

「マイナスに評価する」と回答された方にお尋ねします。
その理由は何ですか。（複数回答可） 

　「フリーターとしての経歴をマイナスに評価する」と

答えた主な理由は、「根気がなくいつやめるかわから

ない」、「職業意識が希薄である」、「責任感がない」。 

　貴社の人件費削減策は、主にどのようなものですか。 
（複数回答可） 

　企業は、正社員の減員やパート・アルバイトへの振り替

えなどにより人件費を削減。 

　貴社が新規学卒者や若年労働者(概ね30歳以下)に
対して不満に思うことがありましたら、お答えください。 

　貴社が新規学卒者や若年労働者に対して期待する
こと、また、具体的なご要望、ご意見がありましたら、
お答えください。 

　国・県などの行政機関では、若年者の就職を支援す
るため、以下の施策を実施していますが、今後、さらに
充実すべきと思われるものは何ですか。特に必要と思
われるものを、いくつでもお答えください。（複数回答可） 

　貴社が新規学卒者や若年労働者の確保、育成に関し
て行政などに期待すること、また、具体的なご要望、ご
意見がありましたら、お答えください。 

　「プラスに評価する」と回答された方にお尋ねします。
プラスに評価する理由は何ですか。　 

　「フリーターとしての経歴をプラスに評価する」と答え

た主な理由は、多様な職種経験による技能・知識を期待。 

　今後の採用計画についてお尋ねします。 

　今後の採用計画については、全体の約44％が「現状

の人員を維持するのが精一杯」または「できれば人員を

削減」。 

　今後、企業が求める行政側の施策は、「在学中も含め

て技術・技能を高めるための職業訓練の充実」（約33％）、

「企業に対する雇用助成金の交付」（29％）、「インター

ンシップ（就業体験）などの実施」（約20％）、「雇用の拡

大につながる新規設備投資等への助成金の交付」（19％）

など。 
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　学校等からのデータが少なく、 
　　人物像がつかみにくい 

入社時の格付け、 
　配置が難しい 

職業意識が希薄である 

組織になじみにくい 

責任感がない 

年齢相応の 
　技能・知識がない 

根気がなく 
　いつやめるかわからない 78.9
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雇用の拡大につながる 
　新規設備投資等への助成金の交付 

企業に対する 
　雇用助成金の交付 

行政機関（ハローワーク、県就職支援センター、 
　高校の就職支援相談員などによる）の 
　　個別指導方式による就職支援 

インターンシップ 
　(就業体験)などの実施 
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　求職情報の提供 

求職者との 
　職業面接会などの開催 

在学中も含めて技術・技能を 
　高めるための職業訓練の充実 

卒業時における 
　進路指導の強化 
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◆：複数の企業から類似の回答のあったもの 
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